
 

（第２号様式） 
令和６年４月 11日  

神奈川県教育委員会教育長 殿 
県立川崎工科高等学校長  

令和５年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 
 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月１８日実施） 

総合評価（３月 31日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

(1)科学技術の視
点を持ち合わせ、
工業に係る専門性
を重視し、社会で
活躍する人材を育
成するための教育
課程を編成する。 
 
(2)専門的技術を
自ら学び、国際社
会で活躍する人材
を育成する効果的
な教育システムを
開発する。 
 

(1)工業に関する
基礎・基本的な
知識と技能の定
着と、確かな学
力を育成する方
策 の 充 実 を 図
る。 
社会で活躍する
人材を目ざし、
身につけさせた
い資質・能力を
育成する教育課
程を編成する。 
(2)工業技術者と
して持続可能な
開発目標(SDGs)
の視点を意識さ
せ、SDGs の課題
や目的を理解す
る確かな知識、
確かな技術を身
につけさせる。 
課 題 研 究 を 通
じ、課題解決に
向け主体的に学
ぶ力を育成する
教育システムを
推進する。 

(1)基本的生活習慣
と学びの基盤とな
る学習規律の確立
を目ざし、学習活
動及び教科外活動
の様々な場面で全
職員が協力して指
導にあたる。 
(2)ICT を活用し、
従来と異なる視点
からも基礎学力と
技能の定着を図
る。 
(3)工業共通科目や
各種実習の特徴を
生かし、段階的な
課題研究への取組
に結びつける。 
(4)職員間で実習と
課題研究の係わり
や SDGs の視点を共
有し、専門基礎知
識と技術の基礎力
を向上させる取組
を推進する。 

(1)基本的生活習慣
及び学習規律を確
立し、落ち着いた
中で学習に取り組
める環境づくりを
推進できたか。 
(2)１人１台端末の
導入や ICT の利点
を活かし理解や習
熟度に応じた指導
を充実させられた
か。 
(3)工業に関する基
礎的技術に関心を
持たせ、技術向上
を目ざし意欲的に
取り組み、社会の
発展を図る創造
的、実践的な態度
を育成できたか。 
(4)工業技術やSDGs
に関する諸問題を
自ら広い視野で考
え、基礎的な知識
と技術を活用し創
意工夫する能力を
育成できたか。 

(1)学年や教科担
当を中心に情報交
換を密に行いなが
ら、全職員で環境
づくりを行うこと
ができた。 

(2)状況や展開に
応じて活用するこ
とができた。 
(3)工業系教員間
で授業科目の展開
方法を共有し、生
徒の創造的、実践
的な態度を育成し
た。 
(4)生徒自らが主
体的に課題研究に
取り組み、持続可
能な開発目標 SDGs
の視点での研究成
果をものづくりを
通じて発揮でき
た。 

(1)粘り強い指導を
繰り返すことによ
り一定の成果が見
られたので取組を
引き続き推進して
いく。 
(2)教科・科目によ
る差があるため、
様々な授業展開に
対応できる活用方
法を模索し、共有
していく必要があ
る。 
(3)新カリキュラム
により各実習展開も
変化していく。今後
も工業系職員で情報
を共有し、指導内容
を明確化する必要が
ある。 
(4)課題研究につい
て、さらに研究を充
実させるため、PDCA
サイクルを意識付け
し、より充実した探
求学習を深められる
よう指導していきた
い。 

・教育課程及び学習指導
については、工業高校と
して特色のある教育課程
を編成するとともに、工
業技術者を育成する年間
目標を計画通りに達成す
ることができた。更なる
特色あるカリキュラムの
設定をお願いしたい。 
 

・新カリキュラム完成年度に向
けて、更に本校の学校目標及び
本校の生徒の実態に合致した教
育課程の編成が必要である。 
 
・１人１台端末の活用を積極的
に推進している教科もある一方
で、まだ一部に限られているの
が現状である。 

・本校のグランドデザインを鑑
み、より適切なカリキュラムを
編成すると共に、コースの見直
しも含めてカリキュラム全体に
ついて全職員で見直す。 
・すべての教科で一人一台端末
を有効活用するように、さらな
る職員への啓発や研修を行う。 

２ 
(幼児・児童・) 
生徒指導・支援 

(1)社会の変化に
柔軟に対応できる
人材を育成し、複
雑化・多様化した
課題を解決するた
めのチームとして
の生徒指導体制を
構築する。 
１人ひとりが安
全・安心で充実し
た学校生活が送れ
るよう効果的な教
育相談体制を構築
する。 
 
(2)部活動の活性
化と生徒の社会
的・職業的な自立
に向けての取り組
みの充実を図る。 
 

(1)学年・各グル
ープが連携し、
個々の生徒の状
況や変化を常に
共有して、それ
ぞれの課題の解
決や将来におけ
る自己実現を目
ざした粘り強い
指導を行う。 
問題行動の未然
防止に努め、特
別指導件数の減
少を目ざす。 
また、SCやSSWと
の 連 携 を 強 化
し、校内全体の
教育相談の意識
向上を図る。 
(2) 学校行事を
通して部活動の
参加等を促し、
生徒自身の成長
を育む。 

(1)担任や学年を中
心に生徒の支援にあ
たり日常から規範意
識の向上を図り、講
演会等を通して生徒
が自ら課題を発見し
解決する態度や能力
を育成する。 
また、巡回等で生徒
を見守り、学年を跨
いだ情報共有を常に
行い必要な情報は全
教員で共有し、生徒
の特性等の的確な把
握に努め個性の伸長
を図る。 
さらに、今年度より
SCとSSWが週１回の
来校となるため、よ
り多くのサポートを
依頼する。 
(2)部活動の生徒に
学校行事で役割を与
える。 

(1)多種多様な生徒
の問題行動に対し
て、生徒と信頼関
係を構築しながら
粘り強い指導・支
援を行うことがで
きたか。 
生徒の日常におけ
る行動や意識が向
上しているか。 
SC、SSWの活用件数
が増加したか。 
(2)学校行事で役割
を与えて行うこと
ができたか。 

(1)今年度はコロ
ナ禍で実施でき
ていなかった講
演会を各学年ご
とに実施するこ
とができた。ま
た、朝の立ち番
も今年度から実
施することがで
きた。月１回の
教育相談担当と
SC・SSW とのコア
ミーティングの
実施を行うこと
ができた。 
(2)文化祭などで
生徒会役員を中
心に生徒主体で
物事を決定する
機会を増やすこ
とができた。 

(1)講演会の実施
を繰り返し実施す
ることで生徒の規
範意識を更に向
上・醸成していき
たい。また、立ち
番や巡回により生
徒の特性を理解し
て問題行動の未然
防止に努めていき
たい。コミュニケ
ーションの内容も
更に充実させるよ
うに努めたい。 
(2)文化祭以外の
体育祭や球技大会
など、他の行事で
も生徒会役員を中
心に役割分担でき
るよう努めたい。 

生徒指導・支援について
は、生徒のことを考えら
れた指導等が行われたこ
とにより年間目標を達成
することができていたと
思われる。学校関係者は
今後も更なる生徒との信
頼関係の構築に努めても
らいたい。 

・昼に加えて朝の立ち番を行
い、職員が生徒に声掛けをする
機会を増やすことで、より生徒
理解を深め、問題行動の未然防
止を進めることができた。それ
でもなお一部で問題行動が見ら
れた。 
・ＳＣ，ＳＳＷが週１回ずつ来
校するようになったことで、悩
みを抱える生徒や課題のある生
徒の情報共有と共に、該当生徒
に対する迅速な対応が可能にな
った。 

・朝昼の立ち番に加え、教員が
日常的に積極的に生徒に声をか
けることで、生徒の抱えている
問題を把握し、その問題に対し
て生活指導Ｇや生徒支援Ｇ等が
組織的に対応する。 
 
・昨年以上に教育相談担当とＳ
Ｃ、ＳＳＷとの連絡を密にする
ことで、外部機関への連携も含
め、より適切な対応ができるよ
うにする。 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月１８日実施） 

総合評価（３月 31日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

３ 進路指導・支援 

(1)生徒が自己の
在り方生き方を考
え、主体的に進路
を選択することが
できるよう、学校
の教育活動全体を
通じ、計画的、組
織的な進路指導を
行い、キャリア教
育を推進する。 

(1)生徒が自らの
キャリア形成を
踏まえた進路指
導を組織的に行
う。 

(1)各学年におい
て、各種進路活動
を通じて自らのキ
ャリア形成を考え
させ、進路選択が
できるようにす
る。 

(1)各学年におい
てのキャリア教育
の育成ができた
か。 
(1)就職希望者の 
内定率 100％、進
学希望の合格率
90％が達成できた
か。 

(1)今年度、Handy
進路指導室を導入
することにより、
就職を希望する生
徒への公開を早く
することで進路選
択に時間をかける
ことができるよう
になった。求人票
の見方や面接対
策、履歴書の書き
方など指導を行っ
てきたが、就職希
望者における一次
内定率は 75％と昨
年より下がってし
まった。進学志望
生徒について、学
校推薦型選抜にお
いて 20 名の生徒
が合格となった。 

(1) 今 年 度 の 就
職・進学状況を参
考に、各学年にお
けるキャリア教育
の重点を把握する
ことが出来た。 
(1)就職希望者の
最終的な内定率
は、ほぼ 100%達成
できた。進学希望
の合格率について
一般を除くとほぼ
90%を達成するこ
とができた。 

進路指導・支援について
は、生徒に適したキャリ
ア教育をすることによ
り、高い就職内定や進学
率を達成することができ
ていると思われる。この
後も全生徒の希望進路達
成１００％を目指し尽力
してもらいたい。 

・Handy 進路指導室というウェ
ブサイトの活用により、就職希
望の生徒の利便性の向上が見ら
れた。きめ細かい丁寧な就職指
導に加え、進学指導においても
更なる充実が求められる。 
・各学年ごとに進路ガイダンス
を適時に行うことで、自身のキ
ャリアや卒業後の進路について
立ち止まって考える機会を与え
ることができた。 

・キャリアサポートグループと
学年・担任との連携を強化する
ことで、より生徒の進路に対す
る意識の向上と進路相談体制の
確立を目指す。 
 
・就労施設の見学や大学見学等
の実地体験の充実を図り、より
生徒が進路についてイメージを
しやすい環境を作る。 

４ 地域等との協働 

(1)科学技術に寄
与し、社会に貢献
する独創的な発想
を有する生徒を地
域とともに育成す
る環境を構築す
る。 
 
(2)地域が有する
教育資源を有効活
用して地域を支え
る人材として求め
られる素養と実践
力を身に付けるこ
とを目ざした教育
活動を推進する。 
 

(1)関係機関とも
連携を図り、生
徒が主体的に本
校の教育活動の
成果を発揮し社
会に貢献できる
実践力を育む機
会を設けること
に努める。 
(2)本校の教育活
動や特色ある取
組みに関する情
報を積極的に広
報し、教育機関
としての信頼を
高め地域等とと
もに確かな人材
の 育 成 に 努 め
る。 

(1)各種広報・連携
等の活動の有効性
を吟味した上で、
生徒が学習成果を
発揮し社会が求め
る資質・能力を育
成できる機会を設
ける。 
(2)効果的な学校広
報活動の在り方を
企画立案・実践
し、校外関係機関
の理解がより高ま
る情報発信環境を
整える。 
  

(1)学習成果を発
揮させ想像力や実
践力の育成につな
げるために、学校
広報や連携活動、
情報発信の運営等
に生徒が携わる機
会が得られたか。 
(2)信頼され開かれ
た学校づくりを目
指し、効果的な学
校広報や情報発信
の在り方を吟味し
た活動を推進でき
たか。 
 
 

(1)学校説明会・
ＳＮＳなどでの学
校広報活動におい
て、学校紹介や質
問対応等を通し実
践力を養うととも
に効果的な情報発
信の機会を昨年度
より多く設けるこ
とができた。結
果、昨年度より受
検者増に貢献し
た。 
(2) 近 隣 の 商 店
街・小中学校と連
携を取りながら外
部のイベント等に
参加して情報発信
を生徒と行うこと
ができた。 

(1)学校のことをよ
り理解してもらうた
め、より効果的な生
徒の実践力の育成や
学校広報につながる
活動の在り方につい
て、多方面から意見
を聞き取り、検討を
進めていく。 
(2)一層の受検者増
にむけて、外部と連
携を図りイベント等
に参加して情報発信
をできるよう検討を
進めていく。また、
生徒だけでなくＰＴ
Ａにも協力していた
だき、効果的な情報
発信に努めていきた
い。 

地域等との協働について
は、川工祭など小中学生
などの来場者もあり近隣
地域住民との良い関係が
築けていると思われる。
今後も小中学生等との接
点を設けることにより、
地域に根差した川工にな
ってもらいたい。 
 
 

・小学校への出前講座や近隣商
店街の夏祭りへの出店等を行う
ことで、地域住民や施設と良好
な関係を作ることができた。 
・中学生や保護者への広報活動
として、説明会や個別相談会の
回数を増やしたり、ＳＮＳで積
極的に本校の様子を紹介した。 

・従来のイベントに加え、更に
生徒が地域で活躍できる場を提
供できるように学校運営協議会
等を通して模索する。 
・引き続き、全校を挙げて本校
の特色を中学生や保護者、中学
校の教員等にも積極的に周知し
ていく。 

５ 
学校管理 
学校運営 

(1)一人ひとりの職
員が学校マネジメ
ントの視点や能力
を身に付け、各グ
ループが主体とな
り、業務の省力化
や、新たな分野の
業務を遂行する組
織体制を構築する｡ 
(2)地震や洪水に
対する地域の特性
に合わせた防災体
制及び安全衛生の
充実を図る。生
徒・職員の防災意
識を高め、安全で
安心な防災環境を
整える。 

(1) 柔軟な働き
方がしやすい体
制を作り、各グ
ループで業務内
容の情報共有を
行って業務を遂
行する。 
(2)地震等が起き
た際の防災体制
の検討や生徒へ
の防災教育の意
識向上を図る。 

(1)年間を通して各
グループの業務が
どのように行われ
ているかを検証
し、柔軟な働き方
ができるように業
務の見直しを行
う。 
(2)地震が起きた際
の避難経路の把握
や生徒自身にＤＩ
Ｇを体験させて、
地震・洪水等の防
災意識を高めさせ
る。 

(1)担当者やグルー
プ等の組織間で業
務内容がどのよう
に計画して動いて
いるかを確認し、
記録・検証を行っ
ているか。 
(2)避難訓練で避難
経路を把握できた
か。ＤＩＧを通し
て防災意識が高ま
り、危険箇所が理
解できたか。 

(1)グループ内で
TEAMS を活用しな
がら情報共有を行
い、業務を推進し
てきた。 
(2)１学年でＮＨ
Ｋアナウンサーを
招いた防災訓練や
ＤＩＧ（災害図上
訓練）をタブレッ
ト端末を活用して
実施したことで、
地震・洪水等の防
災意識を高めさせ
ることができた。 
 

(1)TEAMS の活用が
うまく進んでいな
いグループもあっ
たため、業務推進
がスムーズにいか
ない 場 合が あっ
た。今後、研修等
を行 い なが ら、
TEAMS 等を活用し
た業務改善を考え
ていきたい。 
(2)効果的な防災訓
練を実施できるよう
に努めていく。 

地震災害は、昼間に起こ
るとは限らず、休日や夜
間にも起こることも考え
られるため、職員・生徒
間の災害時の基本行動ル
ールを周知するようお願
いしたい。また、訓練で
把握した危険個所の解消
に向けて尽力してもらい
たい。 

・外部講師による出前講座、避
難訓練やＤＩＧ等を通して災害
時の心構えや基本行動の確認を
行うことができた。今後は教員
がいないところでも自身で状況
を判断して行動が取れるように
する指導が必要になる。 

・生徒が自ら状況判断をして安
全を確保できるようにするため
に、抜き打ちの避難訓練等を含
め更に実効性のある防災教育を
行う。 

 


